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本市の紹介・気候変動適応の取組



本市紹介

人 口：11２,２４４人 （令和８年４月1日現在）

乳牛頭数：約25,000頭

面 積：592.74㎢

東京から１５０キロ圏

農業産出額 全国12位

生乳産出額 全国3位

市内８つの
工業団地・産業団地に加え、
大手企業の生産拠点が立地

飲食店、小売店等のほか、
アウトレットモールなど

歴史ある温泉地
板室温泉・塩原温泉



本市紹介

県内初
CO2排出量実質ゼロ宣言

令和元年 栃木県内初

全国初
地域気候変動適応センター設置

令和2年 基礎自治体として初

気候変動適応計画策定

令和２年３月
2050 Sustainable Vision 那須塩原

令和5年 「ネイチャーポジティブ」、「カーボンニュート
ラル」及び「サーキュラーエコノミー」の３つを柱として
環境施策を推進

気候変動対策計画策定（後述）
令和４年 緩和策と適応策を一体的に推進

2050年までの温室効果ガス排出量実質ゼロ、2030年度までに2013年度比で50％削減を目標
市民が身近に感じる

「自然災害・農業・観光・健康・自然環境」の５つにフォーカスした地域に根差した適応策



那須塩原市サステナブルセンター

2050 Sustainable Vision那須塩原の推進

ネイチャーポジティブ・カーボンニュートラ

ル・サーキュラーエコノミーの3つの施策を

一体的にカバー

那須塩原市気候変動対策計画に基づき

気候変動の影響に対する取組を

分野横断的に推進するため 令和7年7月18日 環境政策を包括的に推進す

るため

那須塩原市サステナブルセンター
を新たに設置

気候変動適応センターも統合し、気候変動の

適応と緩和に関する取り組みを一体的に推進



2050 Sustainable Vision 那須塩原

３施策の融合による持続可能な環境都市「那須塩原」の実現

Nature Positive
◆国立公園の保護と利活用の好循環を創出

◆重要里地里山の価値を再認識

◆野生生物との共生社会を実現

Circular Economy
◆廃棄物の資源化の推進

◆製品等の長期利用・有効利用

◆官民連携によるリニューアブルの推進

Carbon Neutral
◆再生可能エネルギーの最大限導入

◆デコ活（脱炭素につながる新しい豊かな暮
らし）

◆温室効果ガス吸収源保全

カーボン ニュートラル サーキュラー エコノミー

ネイチャー ポジティブ

2050 Sustainable Vision 那須塩原
～ 環境戦略実行宣言 ～

サステナブル ビジョン

那須塩原市では、環境部門において更なる連携を図り、これらの相乗効果による同時実現を目指すた

め、「カーボンニュートラル課」、「ネイチャーポジティブ課」及び「サーキュラーエコノミー課」

で環境施策を推進



〇 令和２年４月１日

・地域気候変動適応センター設置 市町村レベルでは全国初！

・気候変動適応計画にセンター設置を明記

・カーボンニュートラル課中心に庁内１8の 関係課で構成

（全庁型センター）

・センター長：環境戦略部長

区域における気候変動に関する情報の収集、整理、分析、提

供、技術的助言、その他 気候変動適応に関する取組を全庁

的に行う

〇 令和７年７月１８日

・那須塩原市サステナブルセンターへ統合

・地域生物多様性増進活動支援センターとしての機能も併設

那須塩原市サスティナブルセンター
旧那須塩原市気候変動適応センター



気候変動対策計画

令和８年度 中間年度見直しを実施

「緩和」と「適応」を一体的に進める計画
「地球温暖化対策実行計画【区域施策編】」と「気候変動適応計画」を統合

計画期間は、２０２２年度から２０３０年度までの９年間

• 令和４年３月策定

• 目標 温室効果ガス排出量

２０３０年度 ５０％削減（２０１３年度比）

２０５０年度 実質ゼロ

• 重点プロジェクト

（１）地域新電力の設立

（２）脱炭素先行地域の構築

（３）運輸部門からの温室効果ガス排出量削減対策

（４）気候変動の影響の把握と理解促進



本市適応策

気候変動適応策ワークショップ

「適応策」についての知識をインプットし、
自分事として捉えるきっかけとなるようワー
クショップを実施。

市民参加による気候変動情報収集・分析事業

R2～R4実施
市民へのヒアリングや現地調査により、市民に

身近な気候変動影響を調査・分析

クーリングシェルター設置、運用

Ｒ６から運用開始
Ｒ７民間施設への募集開始100箇所達成

地域住民に身近な気候変動適応策提案

給水スタンド設置、運用

Ｒ７実施
熱中症予防等の観点から設置事業者との協定

に基づき公共施設への設置・運用を開始

熱中症予防情報配信

Ｒ３実施
スマートライティング事業と連携し、道路灯の環

境センサーを活用し、独自の熱中症情報を発信



本市の気候変動対策計画改定方針



気候変動対策計画改定

計画の目的

市内で起こっている、又は今後起こる可能性のある気候変動の影響に対策を講じていくために、

「緩和策」と「適応策」を一体的に進める「那須塩原市気候変動対策計画」を策定

計画の基本情報

計画期間

９年間

令和4年4月1日～令和13年3月31日

（中間年度：令和8年度）

目標・目的

〇 2050年までにカーボンニュートラルを達成
〇 2030年までに2013年比で温室効果ガス排出量50％
〇市民が身近に感じる

「自然災害・農業・観光・健康・自然環境」の５つにフォーカス

し地域に根差した適応策



改定方針 ① 取組の追加

国立研究開発法人 国立環境研究所との連携について追記

目的
那須塩原市の気候変動対策適応を推進するため、調査・分析や取組推進について国立環境研究所の協

力を得ながら取組方針を検討、実践する。

地域の特性等を考慮した先進的な取組を庁内外向けにＰＲする

国立環境研究所 那須塩原市

適応の推進に向けた科学的知見等の提供

適応戦略を積極的に実践

連携業務



② 気候変動影響評価報告書（2025年度版）を活用

令和８年２月 環境省から
「気候変動影響評価報告書(2025年度版)」が公表された。

【ポイント】
〇 最新かつ広範な科学的知見を反映
〇 影響の重大性の評価を2段階から３段階に細分化
〇 特に強い影響を受ける地域や対象の整理
〇 適応策及びその効果に関する知見の整理

⇒ 現状や将来予測、重大性・緊急性・確信度の高さなどが、
より詳細に評価され、特に優先的に対応が必要な項目が明らか
になった。

上記ポイント等を踏まえ、重大性等の見直しを図る

【参考】
気候変動影響評価（2025年版）から抜粋

水稲に関する「将来予想される影響」

政策的な緩和策を行わず、このまま高排出が
続き、温暖化が進むと…

⇒【短期的(21世紀中頃)には】
わずかな増収が見込まれるものの、これまで

増収が期待されていた北日本や高緯度地域での
プラス幅は縮小します。

⇒【長期的(21世紀末)には】
全国平均で約20%の減収となる深刻な予測が

出ています。



③ 進捗状況や社会情勢を踏まえた指標の見直し

市の取組（緩和策・適応策）に対する指標等の設定

アウトプット指標・アウトカム指標の設定

アウトプット指標＝「施策が計画通りに行われているか」を測る指標（活動の直接的な結果）

例： 導入された再生可能エネルギーの発電設備容量、省エネ機器の導入件数、植林した面積、
策定された計画書

アウトカム指標 ＝「その対策が気候変動の抑制にどれだけ効果を上げているか」を測る指標（成果・変化）

例：温室効果ガスの排出量削減量、再生可能エネルギーの電力供給比率の向上、気候変動リスクの低減

取組内容自体の変更は行わないが、上記指標を全ての取組に設定。それに基づき各年度の数値報
告等を依頼。また、次期計画改定時には、全ての取組に対する定量的目標設定を検討。



③ 進捗状況や社会情勢を踏まえた指標の見直し

指標・目標

目 標

ステージ３：
定量的な目標を設定す

る

ステージ２：
定性的な目標（増加/

減少、維持など）を設

定する

ステージ１：
適応策を見直すための

条件・タイミング等を

定める

指

標

ステージ３：
施策の効果を測るアウ

トカム指標を設定する
3-3 3-2 3-1

ステージ２：
施策の進捗状況を確認

するアウトプット指標

を設定する

2-3 2-2 2-1

ステージ１：
指標は設定せず、施策

の定性的な進捗状況を

個票などに整理する

ー ー 1-1

評 価

評 価

ステージ３：
審議会等を通じて外部有

識者による評価を行う
3

ステージ２：
庁内で自己評価を行う 2

ステージ１：
適応策の進捗状況や課題、

次年度以降の対応等を取

りまとめる

1
改定前

市の取組（緩和策・適応策）に対する指標等の設定

改定前

本改定後

本改定後次期改定
次期改定

参照：地域気候変動適応計画策定マニュアル（手順編）



次期気候変動適応計画骨子と自治体が直面する課題



自治体の課題

リソース不足

骨子：意思決定支援ツール提供、国立環境研究所等との連携

地方創生のシナジー

骨子：フェーズフリー推進、ベネフィットの可視化

課題：政策判断の客観的担保
費用対効果の算定指標の提示

課題：ツール解析・政策化ができる継続的研修支援
専門人材の派遣・知見の継続的な提供



自治体の課題

地域産業への支援

骨子：高温耐性品種、スマート農業の導入

行政組織の縦割り

骨子：関係省庁一丸となった適応策の推進、各計画との連携

課題：各種計画へ適応策を反映するための具体的文例等の提示
分野横断的な相乗効果（シナジー）を定量的に評価・可視化することが困難

課題：生産者への直接的負担の増
『新技術』『新品種』への導入効果の可視化



選ばれる地域づくり

持続可能なまちづくり

気候変動適応は単なる「環境の問題」にとどまるものではなく、あらゆる分野とのシナ

ジー（相乗効果）を最大化することで、そのシナジーによるコベネフィットを生み出す

地域創生への投資となる。

そのためには、総合的なまちづくりに適応の要素を位置づけ、地域の豊かな自然の力

（NbS）と全庁の組織力（チームワーク）を活かして、「安全・安心で暮らしやすい、

誇れるまち」を共創することが必要。

関係部局が「共通の目標」の下、一人一人が自分事として日々の業務に「適応の視点」をプラ

スし取り組むことで、住民への理解促進・意識醸成へとつながる
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